
相談体制・紛争解決を図る体制に関する制度設計案 

１．相談体制 
資料５ 

（代案①）各地域に相談員を設置するとともに、広域専門指導員（相談員の指導・
助言を行う）を設置する（千葉県などを参照）。 

 

  

 

障がい者、保護
者、関係者 

事業者など（当事
者とされる人） 

地域相談員 

（各地域に設置） 

①相談 ①相談 

②説明・助
言・調整 

②説明・助
言・調整 

関係行政機関 
相談事実 

の通告 

広域専門指導員 

指導・助言 

（正副委員長案）県の組織の中に専門の相談員を設置する。※埼玉県などを参照 

障がい者、保護
者、関係者 

事業者など（当事
者とされる人） 

専門相談員 

（センター等に設置） 
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言・調整 
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（代案②）市町の相談員に対する技術的助言などを行う広域相談専門員を設置する
（沖縄県などを参照）。 

障がい者、保護
者、関係者 

事業者など（当事
者とされる人） 

差別事例相談員 

（市町村） 

①相談 ①相談 

②説明・助
言・調整 
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広域相談専門員 
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県 

市町の相談窓口 

仕組みの例 

仕組みの例 

１ 

特徴：相談員と指導員による二層
の体制 

特徴：相談員一層の体制 

特徴：市町の支援に特化 

助言 
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仕組み 利点 課題 

①専門相談員 

①市町の相談窓口以外の窓口に
相談したいというニーズに対
応できる。 

②専門的な知識を持つ相談員に
よる対応を図ることができる。 

③既存の枠組みが活用できる。 
④広域的な課題に対応できる。 
⑤人材の育成にかかる負担を抑
制することができる。 

①地域相談員の仕組みに比べ、
相談へのハードルが高くなる。 

②県と市町の役割分担が不明確
になる可能性がある。 

③紛争解決手続の対象事案の定
め方によっては、相談員によ
る対応に、スクリーニング
（ふるい分け）機能を期待で
きない場合があり得る。 

②地域相談員＋広域専
門指導員 

①身近な場所に相談員が設置さ
れているため、障がい者・家
族などが相談しやすい。 

②市町の相談窓口以外の窓口に
相談したいというニーズに対
応できる。 

③相談員が苦慮する事案にも、
広域専門指導員の助言を受け
ながら対応することができる。 

④広域的な課題に対応できる。 
⑤相談員による対応に、紛争解
決手続の対象事案のスクリー
ニング（ふるい分け）機能を
期待できる。 

①県と市町との役割分担が不明
確になる。 

②相談業務従事者と相談員への
指導等を行う者の育成が必要
になる。 

③人件費の負担が大きい。 

③広域相談専門員（市
町の支援） 

①県と市町の役割分担が明確に
なる。 

②市町の相談員が第一次的に対
応する仕組みになるため、市
町の相談員の対応に、紛争解
決手続の対象事案のスクリー
ニング（ふるい分け）機能を
期待できる。 

③人材の育成にかかる負担を抑
制することができる。 

 

①市町の相談窓口以外の窓口に
相談したいというニーズへの
対応に限界がある。 

②広域的な課題に対応できない。 
③市町の相談窓口が整備されな
いと効果が出にくい。 

④県の相談窓口の強化について
は、別途対応する必要がある。 

３．相談体制ごとの利点と課題 

２ 
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２．紛争解決を図る体制 
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付託 

⑤是正勧告
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第三者機関（※3） 

県 

④助言・あっ
せん 

（正副委員長案）第三者機関が助言・あっせんを行う（千葉県などを参照）。 

①申立て（※1） 

②調査（協力義務） 

④助言・あっせん 

※1 障がい当事者とその保護者等にのみ申立権を認める案もあり得る。 
※2 勧告のみとする案と勧告に従わない場合にその旨を公表する案があり得る。 
※3 第三者機関については、障害者差別解消支援協議会にその機能を持たせること

も可能 

（代案）知事が助言・あっせんを行う（茨城県、埼玉県などを参照）。 
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①申立て（※4） 

④勧告（・公表）※5 

※4 障がい当事者とその保護者等にのみ申立権を認める案もあり得る。 
※5 勧告のみとする案と勧告に従わない場合にその旨を公表する案があり得る。 

３ 

※第三者機関を諮問機関として置
くことも可能（愛知県で採用） 

※相談員に調査を補助させること
も可能（千葉県などで採用） 
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４．紛争解決を図る体制ごとの利点と課題 

仕組み 利点 課題 

①第三者機関が行う 

○専門家を含む第三者が主体と
なるため、専門家などの知識
経験を活用できるほか、公平
中立性が確保できる。 

①紛争が長期化しないよう、会
議の招集を機動的に行う必要
がある。 

②（障がい者差別解消支援協議
会に担わせる場合）協議会の
位置付けを明確にする必要が
ある（知事の附属機関とする、
など）。 

②知事が行う 

○事案への機動的な対応が図り
やすい。 

①県内部での差別事案の取扱い
を整理する必要がある。 

②公正性の確保のため、運用上
の配慮（相談対応との分離な
ど）を行う必要がある。 

４ 


